
 
熊本県立黒石原支援学校 令和４年度学校評価表 

 

１ 学校教育目標 

児童生徒一人一人の今を充実させるとともに、将来の自立と社会参加を目指し、可能性を伸ばす。 

 

２ 本年度の重点目標 

（１） 児童生徒が安心して学ぶことができる教育環境づくり。 
（２） 学習指導要領に基づき、一人一人の実態に応じた効果的な授業の実践。 
（３） 自立活動の指導の充実。 
（４） 卒業後の生活に活きる学びの展開。 
（５） 授業力、適切な指導、原則１８：３０までの退勤を含めた働き方の意識改革。 

 

３ 自己評価総括表 

 評 価 項 目 評価の観点 具体的目標 具体的方策 評 

価 

成果と課題 

大項目 小項目 

学校 

経営 

 

教育目

標を達

成する

ための

体制整

備 

 

教育的ニー

ズへの細か

な対応と安

心して学べ

る教育環境

づくり 

 

○迅速なチー

ムアプローチ

による支援を

行うため、段

階的な校内支

援体制の機能

強化や関係機

関との連携推

進を図る。 

 

○検討会議シート等を活

用して各クラス、各課程、

各学部主事、各校内支援担

当による検討対応を段階

的に進めると共に関係機

関とのケース会議等にお

いても役割分担すること

で解決策の８割は実践に

結びつけ、ＰＤＣＡサイク

ルによる支援を繰り返し

行いながらチームによる

課題解決力を強化する。 

 

 

 

 

 

 

Ａ          

○検討会議シート等を活用して

解決策の８割は実践に結びつ

け、児童生徒の支援の充実に向

けた対応を段階的に進めること

ができた。R4.12.23時点で、校

内支援委員会開催のべ４５件、

ケース会議開催のべ４９件、Ｓ

Ｃ活用のべ２８件、ＳＳＷのべ

３７件であり、関係機関と役割

分担しながらＰＤＣＡサイクル

による支援を実践することもで

きた。 

業務改

革 

 

 

 

 

 

業務の見え

る化及び改

善 

 

○各校務分掌

で業務を改

善、もしくは

１つ以上削減

する。 

○各分掌部で取り組んで

いる業務改善について、運

営委員会等で情報を共 

有することで行事等の見

える化を行い、業務の改善

を行う。 

 

 

 

Ｂ 

○運営委員会において各部の業

務や取組について情報を共有す

ることができた。今年度の各部

の行事を洗い出し、同様の取組

等の精選及び実施回数の削減を

図った。次年度の年間計画に掲

載し、業務の改善を行った。 

働き方

改革 

 

超過勤務時

間の削減と

年休取得促

進による職

員の心身の

健康維持増

進 

○超過勤務時

間月４５時間

超過数を昨年

度（のべ３

４）より減少

させる。   

 

○衛生委員会等で超過勤

務時間の報告を行うこと

で働き方改革の意識を高

めるとともに毎週水曜日

のアフターファイブの確

実な実施を行う。 

 

 

 

 

Ｂ 

○月に一度衛生委員会において

超過勤務の結果をもとに指導を

行ったり、アフターファイブの

取り組みを実施したが、徹底が

できず目標を達成することがで

きなかった。（のべ４４人）

R4.12現在 

○年間年休取

得１５日以上

を昨年度１５

％から２０％

に増やす。 

○行事のない日や長期休

暇中の年休取得を朝会や

企画調整会議等で促す。 

 

 

 

Ｂ 

○衛生委員会や企画調整会議で

年休取得の推進を図るとともに

長期休暇中に年休の取得をすす

めた結果、目標の２０％には届

かなかったが、１８％に増やす

ことができた。R5.1現在 

 



授業の 

充実 

 

児童生

徒の実

態に応

じた教

育課程

の編成

と実践 

 

現在の教育

課程につい

ての整理・

検討と高等

部における

新学習指導

要領への対

応 

○昨年度から

変更した教科

等の検証をし

ながら現在の

教育課程につ

いて見直しを

行う。 

○各学部課程等で教育課

程に係る検討を行い、１月

末までに次年度の教育課

程を提案し、２月末までに

次年度の教育課程を決定

する。 

 

 

 

Ｂ 

○各学部課程で昨年度からの変

更した箇所を修正しながら数回

にわたって課程会等で検討し、

１月末のカリキュラム・マネジ

メント委員会で最終調整・確認

を行った。 

○高等部にお

ける準ずる教

育課程の３観

点評価と５段

階評定の成績

算出ファイル

を２月までに

確定させる。 

○成績算出ファイルを実

働させる中で、学期末に修

正を図り、確定する。 

 

 

 

 

Ｂ 

○成績算出ファイルについて

は、定期考査を実施していない

技能教科における計算式の修正

を１回行った。今後は、学年末

考査終了後、学年成績を算出す

る際に生じる問題について各教

科から情報を収集し、最終修正

を行う。 

カリキュラ

ム・マネジ

メントの推

進及び実態

に応じた効

果的な｢個別

の指導計画｣ 

の活用の工

夫 

○年間指導計

画を活用し、

次年度の教育

課程の編成に

生かす。 

○学期末に年間指導計画

で指導目標や内容、時数や

指導方法等の評価を行い、

各学部課程等で検討し、カ

リキュラム・マネジメント

委員会等で意見をいただ

きながら次年度の教育課

程編成の際の資料とする。 

 

 

 

 

Ｂ 

○学期末や月末に学部課程ごと

に年間指導計画を基に評価を行

った。見直しを図りながら、次

年度の教育課程の案を作成し、

カリキュラム・マネジメント委

員会でアドバイスをいただき、

学部における各教科の計画の整

理を行った。 

○「個別の指

導計画」のＰ

ＤＣＡサイク

ルを機能さ

せ、次年度の

基礎」をつく

る。 

○「個別の指導計画」を年

間指導計画ともリンクさ

せながら単元や題材ごと

の小さいＰＤＣＡサイク

ルと学期ごとのＰＤＣＡ

サイクルで改善を図る。 

 

 

 

Ｂ 

○個別の指導計画の評価と年間

指導計画の評価を連動させ、両

計画のＰＤＣＡサイクルを行っ

た。その結果、個別の指導計画

の児童生徒の評価と年間指導計

画の指導の評価を単元や題材の

改善に反映させたり、次年度の

計画案を作成したりすることが

できた。 

専門性

の向上 

 

職員研修の

充実 

○自立活動及

び各教科（知

的障がい）を

中心として、

学校生活全般

における指導

を充実させる

ため、めざす

姿を明確にし

た研修会を計

画・実施す

る。 

○専門性の向上を図るた

め、スーパーティーチャー

研修を７回、外部の専門家

の講話を含めた専門性向

上研修を２回実施する。 

○指導の改善を図るため、

自立活動の個別の指導計

画を基にした実践交流会

を２回、校内公開授業週間

を１回、各グループで取り

組むＧ研を月に１回実施

する。その際に、年間指導

計画の目標や評価のＢ規

準などを明確にする。 

○働き方改革のためＩＣ

Ｔを活用し、資料のペー

パーレス化やクラスルー

ム内での研修を実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

〇スーパーティーチャー研修、

専門性向上研修、実践交流会、

月１回のＧ研といずれも回数通

り計画・実施ができた。校内公

開授業は実施できなかったが、

ＩＣＴを活用し、通年で授業動

画に対する意見交換ができた。

これらの研修会を通して専門性

の向上につながった。 

 



キャリ

ア教育 

(進路 

指導) 

キャリ

ア教育

の推進 

 

 

キャリア教

育の観点か

ら、身につ

けたい力を

踏まえて実

践できる環

境の整備 

○児童生徒の

「個別の教育

支援計画」の

長期目標をキ

ャリア教育の

観点からも捉

え、キャリア

教育を意識し

た計画になる

ようにする。 

○「個別の教育支援計画」

の長期目標について記入

内容を進路指導部内で点

検後、学部職員にフィード

バックし、キャリア教育の

観点について記載されて

いるか確認する。 

 

 

 

 

 

Ｂ 

○全児童生徒の個別の教育支援

計画の長期目標にキャリア教育

の観点について記載されている

ことを点検し、キャリア教育の

視点を盛り込んだ個別の教育支

援計画にした。さらに生活科

(小学部)や進路に関する学習

(中学部)、職業A(高等部)等で

各クラス、課程単位でキャリア

教育（記載内容）を意識した授

業を展開できた。 

○キャリアパ

スポート記入

にあたっての

補足資料を作

成し、目標の

設定や振り返

りを通して児

童生徒が自身

の学習を主体

的に振り返る

機会を設定す

る。（全学

部） 

○夏季休業中と年度末の

年２回、キャリアパスポー

トの記入内容を点検する。 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

○キャリアパスポートの表紙裏

に育成すべき基礎的・汎用的能

力についての補足資料を貼付し

たことで、授業の中で、担任と

児童生徒が記入内容と補足資料

の内容を併せて確認し、画像

（Ⅲ課程）等で実施したり、感

想を担任に話したりしながら、

児童生徒がキャリアパスポート

に記載した目標の達成状況を主

体的に振り返る機会を設けるこ

とができた。 

進路指

導の充

実 

 

 

個に応じた

進路指導の

充実と卒業

後の定着支

援 

○卒業後の生

活を見据えた

進路指導の充

実に取り組

む。 

 

○客観的な評価のために

実習等での事業所評価を

含めた第三者評価を活用

し、本人・保護者・関係機

関と進路の方向性を共有

する。 

○医療的ケア対象生徒や

療育手帳等のない生徒等

の進路先の開拓に向けて、

関係機関及びハローワー

クと連携するとともに、事

業所訪問を通して進路開

拓を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

○高等部３年生の福祉就労希望

者については前期実習の評価を

もとに、本人・保護者・相談支

援事業所とで各生徒１回以上話

し合う場を設けた。 

 

○進路指導部で新規福祉事業所

等の見学研修を実施し、学部課

程会で口頭報告や報告書の回覧

をもって職員間に見学先の情報

を周知した。高等部では、この

事業所見学研修を実施したこと

で、チャレンジシップの実習や

見学、そして自らの進路決定に

つながるなど進路指導の充実に

取り組むことができた。 

○卒業生の定

着支援を行い

在校生の指導

につなげる。 

 

○夏季休業中に卒業生や

福祉事業所等に対し、電話

や手紙を通して卒業後の

様子を把握し、職員間で共

有するとともに、在校生の

指導につなげる。（中学部

・高等部） 

 

○関係機関と連携し、卒業

生の就労先及び利用先を

一人あたり１回以上訪問

し、その中で知り得た事柄

を在校生の指導につなげ

る。（高等部） 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

○中学部・高等部とも、夏季休

業中に電話や郵便による調査を

実施し、有意義な回答を在校生

へ知らせたことで、進路選択等

の意識付けができた。 

○卒業生全員の進路先訪問は実

施できなかったが、在校生のチ

ャレンジシップ巡回指導や職員

研修を通して半数以上の進路先

訪問ができた。今後は訪問でき

る体制をつくり、全ての進路先

訪問を行うとともに訪問先との

良好な関係を築くことで、在校

生の実習先を確保するとともに

幅広い進路指導に繋げて行く。 



生徒 

(生活) 

指導 

 

 

 

児童生

徒の規

範意識

の向上 

情報モラル

をはじめと

した、生活

全般におけ

る規範意識

の育成 

○情報モラル

に関する全体

指導を教育課

程内で年１回

以上、携帯電

話校内所持者

への指導を各

学期１回実施

する。 

○県や警察署等からの通

知や報道での関連情報等

を日常的に収集し、適宜提

示して情報モラルについ

て考える機会を増やす。 

 

 

 

 

Ｂ 

○情報モラルについては、スク

ールロイヤーを招いた研修を１

学期に実施した。携帯電話所持

者への指導は、年１回の実施に

変更し、必要に応じてその都度

実施した。 

○警察等からの通知は、実態に

応じて必要な内容を必要な学部

に伝え、提示および指導をした。 

○校則につい

て考える機会

を設定し、生

徒が校則を守

ろうとした

り、改善しよ

うとしたりす

る意識を高め

る。 

○生徒会執行部が主とな

り、学部集会等で校則につ

いての啓発を行ったり、生

徒会ポストで意見を募っ

たりする。 

 

 

 

 

 

Ａ 

○「高等部心得」、「小中ⅠⅡ

課程のきまり」についての見直

しを各生徒会の話し合いからス

タートし、アンケートの作成や

各学級への呼び掛け、変更案作

成などを生徒会が主となって行

った結果、児童生徒も見直しへ

の意識を持つことができた。 

○長期休業中

の生活につい

ての指導を各

休業前（年３

回）に全学部

で実施する。 

○「児童生徒会のきまり」

及び「高等部生徒心得」に

基づき各学級に指導内容

を伝え、各学期末１回ずつ

指導を行う。 

 

 

 

Ｂ 

○各長期休業前の学部集会で、

生活についての注意事項等の全

体指導を行った。また、長期休

業中のしおりにも同様の内容を

入れて配布し、各学級で指導し

た。その結果、規範意識の向上

につながった。 

児童生

徒の主

体的活

動の推

進 

 

小中学部児

童生徒会及

び高等部生

徒会の充実 

○児童生徒が

学校行事や委

員会活動等

で、自分の役

割を果たし、

自己有用感や

自己肯定感が

高められるよ

うに活動内容

や実施方法等

を工夫する。 

○学校行事や委員会の実

施日・内容等を事前に児童

生徒や関係職員に伝え、児

童生徒が課題や見通しを

もって自分に合った方法

で活動に参加できるよう

支援する。 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

○委員会での活動内容を事前に

生徒に伝えたことで、見通しを

持って主体的に活動を進めるこ

とができた。また、運動会や文

化祭のスローガン等の作成で

は、看板の作成の仕方を容易に

することで児童生徒が看板完成

まで携わり、みんなで完成を喜

ぶことができた。以上のような

取組により、児童生徒が自分の

役割を果たし、自己有用感や自

己肯定感を高めることができ

た。 

人権教

育の推

進 

全職員

の人権

意識の

さらな

る向上 

取組の方針

や重点的な

取組などの

共通理解 

○人権教育取

組に関する職

員研修を計画

的に実施し、

人権教育につ

いての共通理

解を図る。 

○人権教育推進委員会を

年に２回開催し、校内の

人権問題に対する事案に

ついて指導・支援・方法等

を検討する。また、本校の

実情に応じた研修を年３

回以上企画し、全職員で

見識を深めるようにす

る。 

 

 

 

 

Ｂ 

○人権教育推進委員会で年間

研修計画を検討し、紙面回覧

での研修を含め７回の校内外

の研修を行った。また、研修

での職員感想や意見を人権だ

より等に記載して復講を行っ

た。高等部では人権レポート

報告会を実施し、人権教育に

ついての共通理解ができた。 



地域社会と

連携した人

権教育の推

進 

○地域の人権

教育に関する

研修会に積極

的に参加す

る。 

○合志市人推協主催の研

修をはじめとした各種研

修会には、コロナ禍の中

で柔軟に対応し、書面や

職員会議等での復講を充

実させることにより、職

員の共通理解を図る。 

 

 

 

 

Ａ 

○合志市人推協総会での解放

同盟支部長の講話、夏期講

座、菊池恵楓園現地学習会に

参加した。また、合志市人権

教育公開授業研修会では、会

場校として公開授業を行い、

人権意識の向上につなげるこ

とができた。 

 

人権教

育に関

わる指

導方法

等の工

夫・改

善 

 

人権教育特

設授業にお

ける内容の

工夫や指導

法の改善 

○各学部にお

いて児童生徒

の実態やニー

ズ、発達段階

に応じた学習

内容の工夫・

改善を行う。 

○児童生徒の実態を学部

課程職員間で共通理解

し、個に応じた授業実践

になるように十分配慮し

ながら指導する。年に２

回の特設授業の企画立案

について、人権教育推進

委員会を中心に必要な情

報提供を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

○児童生徒の実態やニーズに

合わせて、個別指導や時間帯

をずらしての授業など一人一

人に対応した授業を実施した

り、チームティーチングでの

授業を行ったりすることがで

きた。また児童生徒の学習の

ニーズに合わせＩＣＴ機器を

利用した授業を行った。前・

後期２回の人権週間において

全学部で各過程の児童生徒の

実態に応じた特設人権学習の

授業実践（ハンセン病問題、

仲間作り、進路公開、部落差

別問題など）を行った。ま

た、授業実践の指導案をまと

め、回覧復講を行い、職員の

指導法の改善に役立てた。 

命を大

切にす

る心を

育む指

導の充

実 

 

授業実践の

充実・整理 

○各教科・

各領域等の

学習と関連

づけ、命の

重さについ

て児童生徒

が十分に考

えることの

できるよう

な学習内容

の精選を図

る。 

○各学部において、児童生

徒の実態やニーズ、発達段

階に応じた「命を大切にす

る心」に関する学習を前期

後期に分け、年に２回行

う。 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

○創立５０周年記念行事では

講師を招きコンサートを実施

した結果、児童生徒の心が音

楽を通して一つになった。人

権教育に関する授業では、児

童生徒の発達段階や実態に合

わせて、誕生日会や友達のい

いところ探し、ドナー制度に

ついて、いじめや差別をテー

マに人権とかけがえのない命

についてなど、幅広く授業を

行った。児童生徒が命の重さ

について深く考えるようにな

った。 

いじめ

の防止

等 

いじめ

防止に

向けた

取組 

 

 

 

小・中・高

の学部や課

程の枠を超

えた仲間意

識の育成 

○いじめを絶

対に許さな

い、見逃さな

いという児童

生徒の意識を

高める。 

 

 

 

 

○生徒会が中心となって

いじめ防止標語を募集・作

成し、通年で掲示するとと

もに、各学期１回は集会活

動または各学級で指導が

できるようスライド等を

準備する。また、情報モラ

ルの指導時にいじめの定

義やケースについても取

り上げる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

○生徒会が中心となって、いじ
め防止標語の言葉を募集した
り、集まった言葉を繋いで標語
を作り、各教室を回って啓発を
行ったりした。いじめ防止標語
は通年で廊下に掲示し、意識付
けを図った。また、学部集会
で、インターネット利用に関す

る指導の中に、いじめに関する
内容を入れて指導をした。いじ
めの定義やケースについてはス
マホ安全教室の中でも取り上
げ、児童生徒の意識を高めるこ
とができた。 



○互いの良さ

や頑張りを知

る機会を設定

し、仲間意識

を育む。 

 

○学部集会等で他学部や

他学級の活動の様子等に

ついて写真等で知らせる。 

 

 

Ｂ 

○各学期末の学部集会で、他学

部の活動の写真や動画を見て他

学部の児童生徒の頑張りを知

り、互いに感想を書いて思いを

交流させることができた。 

不安や悩み

等に対する

相談活動の

実施 

○児童生徒間

のトラブルや

心の状態を適

切に把握し、

改善や解決に

向けて学校組

織として迅速

に対応する。 

○本校のいじめ防止基本

方針について職員会議で

共通理解を図り、年１回は

職員研修を実施する。 

○アンケートを学期に1回

実施し、その都度担任によ

る個別面談を実施する。保

護者に対しても毎学期始

業前にアンケートを実施

し、面談等で様子を把握す

る。 

 

○日頃から児童生徒の様

子を細やかに観察し、いつ

もと違う様子が見られた

ら校内の職員や保護者、関

係機関と様子を共有する

とともに記録する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

○いじめ防止基本方針は、４月

の職員会議で共通理解を図り、

８月に職員向けのいじめ防止研

修を実施した。 

○アンケートは各学期１回実施

し、気になる回答については担

当が面談の中で聞き取り及び記

録を行った。学期始業前の「子

どものサイン発見チェックリス

ト」は、保護者の声を反映し、

実態に応じて取扱いを変更して

取り組んだ。 

○児童生徒についての気づき等

を本校職員間や保護者と情報共

有するとともに、必要に応じて

関係機関とも情報共有し、対応

した。 

以上のような取組を行い、学校

組織として迅速に対応できた。 

地域 

支援 

病弱教

育や特

別支援

教育に

関する

県域の

小・中

学校等

への支

援 

病弱教育や

特別支援教

育に関する

教育相談の

充実 

 

○本校の専門

性を生かした

巡回相談及び

来校相談等を

継続的に実施

し、関係諸機

関とのネット

ワーク作りを

啓発すること

で、病弱教育

や特別支援教

育の推進を図

る。 

○関係機関とも連携しな

がら、課題解決型の検討会

を継続的に実施し、提案し

た具体的な支援策の８割

は実践に結びつけること

で、児童生徒の支援の充実

や支援体制の機能化を図

る。 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

○R4.12.23時点で、巡回相談及

び来校相談はのべ３０４件であ

り、継続支援も実施すること

で、支援策の８割は実践に結び

つけることができ、その効果を

確認することもできた。各特別

支援学校や各地域の関係機関と

も連携しながら対応すること

で、巡回相談等につながったケ

ースが増え、県域の支援を効果

的に実施することができた。 

病弱教育や

特別支援教

育に関する

研修会の充

実 

 

○自立活動に

関する指導の

充実をはじめ

とした専門性

向上に向け

て、地域の病

弱教育担当者

向けに「専門

性向上研修」

を実施し、受

講者アンケー

トの満足度を

８０％以上に

する。 

 

○受講者のニーズに十分

に応えられるよう、事前ア

ンケートを行って実践上

の課題を把握し、班別協議

等を設けることで、互いに

得られた知見を各校の実

践に生かせるようにする。

また、事後アンケートも実

施して、効果的な研修の企

画や運営の在り方の参考

にする。 

 

 

 

 

 

Ａ 

○専門性向上研修１・２の事後

アンケートでは、満足度９５％

以上の結果にすることができ

た。研修１の分科会では、受講

者一人一人に対して助言等を行

ったことにより、受講者から、

その後の実践に取り入れられる

知見が得られたとの反応を多く

見ることができた。研修２で

は、受講者から、専門的なスキ

ルを学ぶことができたなどの反

応が多く、有効な企画及び運営

であったことを確認できた。 



地域連

携(ｺﾐｭ

ﾆﾃｨ･ｽｸ

ｰﾙな

ど) 

コミュ

ニティ

・スク

ールの

推進 

 

地域の関係

機関との連

携体制の確

立 

○本校の学校

運営や教育活

動について地

域の理解を深

めるととも

に、その改善

のために指導

・助言を仰

ぐ。 

○新型コロナウイルス感

染症予防対策を講じなが

ら、可能な形態で学校運営

協議会を年２回実施する。

その際、本校における取組

を具体的に提示し、様々な

視点から指導・助言をもら

い、８割以上改善に結びつ

ける。 

 

 

 

 

Ｂ 

○新型コロナウイルス感染症の

拡大レベルが高くなり学校運営

協議会を実施することができな

かったが、委員をはじめ地域と

の情報の共有ができた。次年

度、コロナ禍で学校運営委員会

が実施できない場合でも改善の

ための指導・助言を頂く。 

地域と

のより

よい関

係づく

りの推

進 

地域のさま

ざまな資源

の活用の推

進 

○地域の機

関、団体との

交流を活性化

する。 

○新型コロナウイルス感

染症予防、教材開発、卒業

後の社会生活支援、家庭支

援、防災対策等について医

療機関、行政機関、事業所

等との連携を継続する。 

 

 

 

 

Ａ 

○新型コロナウイルス感染拡大

防止のため児童生徒が入院して

いる医療機関やケアハウス等の

福祉施設等と連携し、感染拡大

の防止を実施した。防災教育の

ための避難訓練やＳＧ訓練等を

実施し、警察・消防署等の指導

を仰ぎ、安全教育を実施した。 

健康 

安全 

危機管

理の徹

底と保

健教育

の充実 

新型コロナ

ウイルス感

染症対策 

○校内での新

型コロナウイ

ルス感染症の

クラスター発

生をゼロにす

る。 

 

 

○登校時にドライブスル 

ー方式を取り入れて健康 

観察を行い、職員もメー 

ルで健康観察の記入を行 

う。昼間に、児童生徒、職 

員の検温を行う。毎日校 

内の消毒を行う。○密を 

避けた指導・支援方法を 

工夫して行う。 

 

 

 

 

Ｂ 

○ドライブスルー方式を取り入 

れた健康観察、職員のメールで 

の健康観察の記入、校内の消 

毒、密を避けた指導・支援の方 

法を工夫し、実施した結果、ク 

ラスター発生をゼロすることが 

できた。しかし、昼間の児童生 

徒の検温は行ったが、職員は実 

施できなかったことが課題であ 

る。 

熱中症予防

対策 

 

 

 

○熱中症発生

件数をゼロに

する。                                      

 

 

○熱中症暑さ指数の警戒

レベル３以上になったら

保健部より職員に周知し

て校外に出ない等の対応

を促す。 

 

 

 

Ａ 

○発生件数はゼロであった。掲

示物や職員室での呼びかけ等

で、職員の意識を高めることが

できた。熱中症計を購入したこ

とで、それを使用して学習活動

などを検討することができた。

次年度も継続して行う。 

性に関する

指導の充実 

                      

○各クラスで

年に２回、性

に関する指導

に取り組む。 

○指導内容の選定の参考

になるように、過去に実施

した授業の指導案一覧を

作成する。 

 

 

Ａ 

○年間計画を整理して、実施計

画を提示したことで、各学部や

課程で授業を実施して、指導案

やデータに保存することができ

た。 

学校給

食の充

実と食

育の推

進 

 

健康管理の

ための栄養

管理及び食

物アレルギ

ー対応と給

食指導 

○職員の食育

に関する意識

を高めるとと

もに、学校全

体で計画的に

食育の授業を

実施する。 

○各学部各課程の担任が、

年に２回（６月食育月間、

１月給食週間）以上食育を

取り入れた学習に取り組

む。 

 

 

 

Ｂ 

○６月には、各学部や課程で授

業を実施したり、栄養教諭の

「給食ひとことメモ」を活用し

たりすることができた。年間計

画や実施計画が整理できていな

いので、次年度は、年度当初に

年間計画等を提案していく。 

○食物アレル

ギーに関する

研修を年に１

回以降行う。 

○緊急時への対応等につ

いての研修を実施する。 

 

 

 

Ａ 

○５月にＤＶＤ視聴による研修

を行った。心肺蘇生法の研修と

併せて行うと、より効果的であ

ると考えられるので、次年度は

心肺蘇生法研修と併せて行いた

い。 



情報  

教育 

情報視

聴覚機

器の活

用と情

報発信

の推進 

ＧＩＧＡス

クール構想

実現に向け

た、教育活

動における

ＩＣＴ機器

の積極的な

活用 

○日本教育工
学協会（ＪＡ
ＥＴ）の学校
情報化認定制
度で「優良
校」の認定を
目指す。 
 

○情報化の状況について
アンケートを集計。項目
のレベルによって研修や
啓発を行い、専門性の向
上を図り、また、「優良校」
の申請に必要なエビデン
スを蓄積する。 

 
 
 
 
Ａ 

○職員へのアンケートを元に
研修や啓発を行った。研修後
に再度アンケートを取り、申
請ができるレベルまで専門性
の向上が見られたり、エビデ
ンスが集まったりしたために
１２月に申請し、１月に認定
を受けることができた。 

○一人一台の
情報端末を有
効に活用した
授業が行える
ように、
Google 
Workspaceの
効果的な活用
や周辺機器、
ネットワーク
環境の整備を
10月までに整
える。 
 

○Ⅰ、Ⅱ課程の職員向け
に 職 員 間 で Google 
Workspaceの様々な機能
を効果的に使える場面を
設定し、実際に使っても
らいながら、専門性の向
上を図る。 
○Ⅲ課程訪問教育の職員
向けには、iPadを効果的
に活用するための周辺機
器の紹介やアプリを使っ
た教材作りを小グループ
単位での研修という形で
月１回は実施する。 

 
 
 
 
 
 
 
Ａ 

○Ⅰ、Ⅱ課程の職員向けに
は、夏季休業中にGoogle 
Workspaceを活用し、体験的
に研修を行った。 
 
 
 
○Ⅲ課程の職員向けには、改
造マウスやスイッチの作成、
教材の紹介を行った。研修し
た内容を実際に授業で活用し
たり、職員間の連絡で活用し
たりと研修の効果も見られ
た。 

○定期的にＩ
ＣＴ機器活用
に関する研修
のニーズを職
員から集め、
ＩＣＴ支援員
と連携を図り
ながら啓発、
研修を実施す
る。 

○長期休業中を中心に、
職員のＩＣＴ機器及び
Googleのクラウドを活用
した授業づくりについて
の研修を学部単位で３回
以上、小グループ単位で
は月１回以上行う。 

 
 
 
 
Ｂ 

○長期休業中に３回の研修を
行ったが、小グループごとで
月１回以上の研修を行うこと
はできなかった。長期休業中
には、遠隔授業に向けた機器
の操作研修やGoogle 
Workspaceの主要アプリを扱
った研修等を行い、専門性の
向上を図った。 

学校からの

情報発信力

の向上 

○黒石新聞
の紙面の充
実を図る。 

○各学部からの最新情報
を部員が収集し、黒石新
聞紙面にトピックスとし
て掲載する。 

 
 
Ｂ 

○最新のデータを運営委員よ
り収集し、掲載内容につい
て、読みやすくレイアウトし
た紙面を作成し、ＰＴＡ会員
に配布することができた。 

個人情

報等デ

ータ管

理の徹

底 

危機管理意

識の保持と

セキュリテ

ィの徹底 

○電子情報も
含む全ての個
人情報に関す
る取扱いを徹
底する。 

○ＵＳＢメモリ等の管理
を徹底し、確実な回収を行
う。また端末やクラウドで
のデータの管理や共有サ
ーバ等の情報セキュリテ
ィに関する啓発、研修を前
期中に各学部に実施する。 

 
 
 
Ａ 

〇ＵＳＢの管理は、毎日、退勤
時刻に返却の声掛けを行った。
情報セキュリティに関する研修
・啓発は７月にオンデマンド式
で研修を行ったり、職員会議に
て県内で発生した事案を周知し
たりして啓発を行った。 

環境 

整備 

学習環

境の整

理と整

備 

全職員によ

る美化活動

の推進 

○環境美化の
取組内容を計
画・立案し、
その取組の実
施状況と課題
を検討・修正
する。 

○定期的および日常的に
実践できる取組内容を担
当者で計画・立案し、各学
部・課程に伝達し、その取
組の進行状況と課題を総
務部会で再度、検討し、修
正する。 

 
 
 
Ｂ 

○全職員による年間３回の環境
整備と総務部員による定期的な
整備により、校舎周辺の環境整
備を進めることができた。普段
から職員の環境美化意識の向上
を推進する取り組みをさらに進
める。 

環境教

育・エ

コ活動

の推進     

 

 

環境教育の

取組 

○児童生徒の
実態に応じた
環境教育の取
組を推進す
る。 

○学部・課程毎の児童生徒
の実態に応じた環境教育
に取り組めるように総務
部で検討し、学部会等で周
知を図る。 

 
 
 
Ｂ 

○各学部・課程グループ毎に学
級園やプランターでの野菜、草
花の栽培や校舎周りの環境美化
活動の呼び掛けを行うことがで
きた。総務部会での達成状況確
認後、不足している部分につい
ては、各担当部署に対応を依頼
した。 



 ゴミ処理の

共通理解、

節約の取組 

○電気・水道
・ガス等の各
項目使用量に
ついて、可能
な範囲の使用
量節減を図
る。 

○毎月、事務部より各項目
使用量データの提供を受
け、総務部を通じて、学部
会で削減可能な行動につ
いて、細やかな提案を行
い、各項目の使用量節減を
図る。 

 
 
 
 
 
Ｂ 

○本年度のデータを基に各学部
・課程に対して節減の努力を促
したが、電気・ガスについては
昨年度並、水道は１割減だっ
た。紙資源使用量については、
昨年度より増加傾向にある。節
電については、新型コロナウィ
ルス感染防止対策のため、換気
しながらエアコンを使用する状
況もあり、使用量は多くなって
いる。今後も電灯・冷暖房機器
の消し忘れ防止、こまめにオン
オフするなどの節約意識が必要
であり、職員の意識向上への取
り組みを継続する必要がある。 

 
４ 学校関係者評価 
今年度の学校運営協議会の実施時期に新型コロナウイルス感染症リスクが高い状況となり、残念ながら２回とも

実施できなかったが、委員の皆様には資料を配付し、学校の現状や取り組みを紹介するとともにその活動状況や成
果等について詳しく書面で説明を行った。その中で評価や多くの助言をいただいた。 
【評価内容】 
・新型コロナウイルス感染症の影響を受ける中、今年度から様々な学校活動を積極的に復活したことで、今を生き
る児童生徒にとって新たな取組の機会を得られた１年であった。 

・学習成果発表会時に保護者の参観ができたことは、児童生徒の成功体験につながった。また、文化祭において保
護者などの人前で、小学部の創作表現や中学部のＳＤＧｓなどの発表は貴重な体験であった。いろいろな制約が
ある中、教職員と保護者が連携し、遠隔対応や校外学習の取組など感染予防を徹底して行われた。 

・教職員が一人一人の児童生徒の状況に応じた教育を実践され、一人一人のよさや可能性を伸ばす教育を実践され
ていることがよく分かった。 

・今年度の様々な経験が児童生徒にとって一番の教育効果につながった。 
【助言内容】 
・学校評価について、ほぼ高評価を得ているが改善した方が良いものなど新規の提案目標を掲げるか、最重点項目 
 などを挙げて現状からさらに向上していく目標があると取組の見通しなどができる。 
・何ができるか、何が足りないかを自己反省を含めて新しいアイデアと愛情ある教育環境が育まれているかを考え
ていれば、児童生徒にとって一番の安心できるところになる。 

・書面会議の限界として、質問に対する回答が得られないことや委員からの助言を踏まえた協議ができないことが
挙げられる。 

 以上のような評価や助言を全職員で共有するとともに、さらなる改善を行うことで次年度のよりよい学校運営に
つなげていく。 

 

５ 総合評価 
 学校運営協議会の委員から学校評価の４１項目についてＡ評価が１３項目、Ｂ評価が２８項目の自己評価に対し
て学校の不断の努力の結果であるという評価をいただいた。また、成果と課題については、「目標に対する具体的
方策並びに成果と課題が学校全体のこととして捉えられているので各評価については適性である」「評価結果には
異論はありません。今後とも客観的な視点で厳しい評価に取り組んでいただくことで学校内外の信頼や評価につな
がる」と評価をいただいた。しかしながら委員の中からは「具体的な評価根拠が不明である。今後は具体的な数値
や成果物などを示していただきたい」との意見も出された。 
 なお、学校評価アンケート（保護者アンケート（２１項目）・職員アンケート（２０項目））の結果について、
肯定的な評価の割合が９０％を超える項目が、保護者は１８項目（うち８項目が１００％）、職員は１５項目（う
ち１項目が１００％）となり高い評価となった。それ以外の項目が９０％以下となり、保護者アンケートでは「教
育活動に必要な施設・設備」が７６％、「学校と地域との連携がとれている」が８１％、「学校がきちんと整備さ
れ、環境美化が適切である」が８６％であった。また、職員アンケートでは、働き方改革などの「学校経営」が８
６％、「環境美化」が８７％、「人権教育推進」が８８％、となる結果となった。このことから、殆どの項目が８
０％を超え、学校の取組につては学校運営協議会の委員をはじめ保護者から高い評価を得る結果となったうえ、職
員の評価も概ね良好な結果となった。 

 

６ 次年度への課題・改善方策 
令和４年度学校評価については、委員から御指摘があった「具体的目標」及び「成果と課題」について、今後は

具体的な数値や成果物を示すとともに、各取組について各校務分掌を中心に項目の内容を整理、検討し、特別支援
学校としての特徴あるカリキュラム・マネジメントを実施し、次年度の充実した学校運営につなげていく。 
保護者アンケート・職員アンケートの結果から同じ課題として出てきた「環境美化」については、学校全体の取

組として季節や学校行事等を踏まえて日々の点検や年間の行事として計画し、環境整備に取り組んで行く。また、
「学校と地域の連携」「人権教育の推進」については、新型コロナウイルス感染症や社会の状況に合わせて校内外
における取組の充実を図っていく。さらに、保護者アンケートで最も低かった「教育活動に必要な施設・設備」に
ついては、学校運営協議会の上山秀嗣委員長（熊本再春医療センター院長）からも敷地の入れ替えによる施設の移
転等が意見として出されたことや、今後、支援が求められる病状が重度化した児童生徒の増加、多様な医療的ケア
を必要とする児童生徒の安全・安心の確保と学習を保証することを踏まえ、教育委員会への相談を行いながら取り
組んで行く。 

 


